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【1】 Ｍ＆Ａ　事例

（1） 自身の経験より

1 H14：もともと、デオデオ（中四国、九州）・エイデン（中部）という上場会社が、株式移転により、エディオンを設立。

2 H17：株式交換によりミドリ電化（近畿）が加入

3 H19：株式譲受により、石丸電気（関東）・サンキュー（北陸）が加入

4 H19：東京エディオンを100％子会社として、新規設立。

5 H21：エイデンが、石丸電気・東京エディオン等５社を吸収合併
6 H21：デオデオが、ミドリ電化を吸収合併
7 H21：新デオデオがエディオンWEST、エイデンがエディオンEASTに。カンパニー制導入。

（2） 民事再生とＭ＆Ａ

《参考原稿》（Ｔ＆Ａマスター　No.257）

＜民事再生法の利用状況＞

◆民事再生法施行後の概況

　平成１２年４月、従来の和議法に代わり、破綻企業を再生するための新法として民事再生法が施行されて以来、今年の３月で８年が経過しました。再生会社における再生スキームは一様ではなく、申立後の収益により弁済する自力再建型、支援者からの資金注入により再建を図るスポンサー型などの様々なタイプがあります。筆者が経験した事例でいうならば、民事再生法は、いわゆるＭ＆Ａの手段として最も有効に活用されているという印象です。

◆民事再生法とＭ＆Ａ

　民事再生法がＭ＆Ａに利用されるのは、次のような利点を有するからです。

１）民事再生は、申立会社の債務を確定する手続でもあり、Ｍ＆Ａ対象会社の財務内容が明らかとなるため、スポンサーは保証債務を含む簿外債務のリスクを回避できる。また、再生計画案が認可・確定すれば、一般債権者の債権を強制的にカットできる。

２）いわゆる「１００％減資＋スポンサーの増資」というスキームを採用することも多いと思われるが、株主総会の決議を省略して、認可された再生計画の定めで減増資を実行できる。

３）優良部門を会社分割で切り出して存続させる手法については、株主総会の決議が必要であるが、破綻会社再建のための組織再編は利害関係者の理解を得られやすい面がある。

４）事業譲渡について、債権者の意見聴取は必要だが、裁判所の許可によって再生計画によらずに実行することも可能である。また万一、再生計画案が認可されずに破産へ移行しても、事業譲渡そのものは有効に成立しているため、スポンサーは安心して譲り受けることができる。

５）金融機関にとっても、スポンサーによる一括弁済型であれば早期回収が可能となり、二次破綻があった場合の不動産価値下落リスクを回避することができるため、受け入れやすい。

６）再生会社の存続事業にとって、優良なスポンサーに事業譲渡され、再生手続が早期に終了すれば信用が回復するため、事業価値の劣化を最小限に止めることができる。

◆民事再生法は会社再建を保証しない

　再生手続を申し立てた会社について、多くの実例が報告されている現在でも、一部には、再生手続を申立さえすれば再建できると誤解する向きがあります。しかし、破綻した会社の自力再生は相当に困難であり、また裁判所手続費用・代理人報酬だけでも決して軽い負担ではありません。親族等からの援助で申立費用を工面したが、むしろ破産を選択し、申立費用は破産後の再建資金として利用するべきだったと思えるケースも、何件か目にしました。

　破綻に瀕した企業から再生手続申立の相談を受けたとき、こうした実情を充分に説明するのが専門家の義務といえます。

　　　　　　　　　　　　　　taxＭＬグループ（公認会計士・税理士　戸田厚司）
（3） ストーリーの存在

《参考原稿》（Ｔ＆Ａマスター　No.268）

＜税務処理にはストーリーが必要＞

◆土地の譲渡損を実現すると

　「含み損を抱えた土地を社長個人に売却し、譲渡損を計上して法人税を節税する」。これがＡ社の処理です。

　「息子に会社の経営を引き継ぐことにした。バブル時に購入し、多額の含み損を抱えている土地は、社長である私が買い取り、資産状態を健全化してから息子に会社の経営を引き渡すことにした」。これがＢ社の処理です。

　土地の含み損を計上し、法人税を節税するという意味では同一の処理なのですが、前者には否認のリスクがつきまとうのに対して、後者は安心して実行できる手法です。どこに違いがあるかといえばストーリーの存否です。

◆必要なのはストーリー

　司法研修所が編集した「民事訴訟における事実認定」という書籍で、６人の裁判官が、法廷における事実認定の手法を語っています。そこで６人中の４人が語っているのがストーリーの重要性です。

　「当事者が主張するストーリー（仮説）をきちんと出させ、いわば対立の軸を明らかにした上で、それぞれの主張にどの程度の合理性があるか、証拠の裏付けがあるかなどの一応の見通しを立てるわけです（Ａ裁判官）」。「動かない事実がなぜ重要かと言えば、それは裁判所が仮説として得たストーリーを検証する試金石となるからです（Ｄ裁判官）」。「ストーリーに合理性があるかどうかを検討するとき、自分の乏しい経験だけをもとにして考えるのはよくありません（Ｂ裁判官）」。「ストーリーを自ら多重的、複眼的に用意して、集まった証拠を総合して、どのイメージが合うかを探り当ててゆくのが事実認定（Ｃ裁判官）」。

　ストーリーという言葉には、仮構のイメージがありますが、ストーリーが意味するのは、そのように否定的な側面だけではありません。裁判官に限らず、税務職員を説得するためにも、積極的に利用されるべきがストーリーの存在です。

◆動機不純は最悪

　同一の事実であっても、それが節税の為に実行される場合は動機が不純だと批判されることになります。批判的な視点で事実が検証されてしまえば、どのような事実認定が登場するか分かりません。代金の支払いの有無や、登記などの負担の抹消の有無、売買後の物件の使用関係や、稟議書や契約書類の存否などの検証で、動機不純がマイナスに働くかも知れません。

　健全なストーリーは、そのような軋轢に対する予防薬です。

　課税処理は、客観的な事実の問題であると同時に、その事実を、どのように評価するかという価値判断の局面を持ちます。一つの処理について、どのような説得力のあるストーリーを描き出すか。これも実務を扱う税理士の知恵と理解しておく必要があります。
　　　　　　　　　　　　　taxＭＬグループ（弁護士・公認会計士・税理士　関根稔）
【2】 組織再編行為の類型

（1） 事業譲渡

《定義》（最高裁大法廷S40.9.22）

1 一定の営業目的のために組織化され、有機的一体として機能する財産の全部又は重要な一部を譲渡し、

2 これによって譲渡会社がその財産によって営んでいた営業活動の全部又は重要な一部を譲受人に受け継がせ、

3 譲渡会社がその限度に応じ法律上当然に競業避止義務を負う結果を伴うもの

（2） 合併

《定義》

　２以上の会社が契約により１つの会社になること

→被合併法人の資産、負債、全ての権利義務関係が包括的に合併法人に移転

（3） 会社分割

《定義》

1 吸収分割：株式会社又は合同会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を他の会社に承継させること（会２二十九）

2 新設分割：一又は二以上の株式会社又は合同会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を分割により新設する会社に承継させること（会２三十）

· 分割型分割（＝分社型分割＋現物配当）

· 分割法人が分割承継法人の株式取得

· 分割承継法人株式を、株主に現物配当

（4） 現物出資

《参考》

事後設立：会社成立後２年以内に、その成立前から存在した財産をその事業のために継続して使用する目的で取得

（5） 株式交換

《定義》

株式会社がその発行済株式の全部を他の株式会社又は合同会社に取得させること（会２三十一）

（6） 株式移転

《定義》

一又は二以上の株式会社がその発行済株式の全部を新たに設立する株式会社に取得させること（会２三十二）

【3】 組織再編税制の概要

（1） 資産・負債の引継ぎ（適格：簿価引継ぎ、非適格：時価引継ぎ）

·  Point1：税法上、非適格が原則、適格が例外
·  Point2：適格なら簿価引継ぎ、非適格なら時価引継ぎが強制される

（2） 繰越欠損金の引継ぎ


· Point1：基本的には、適格合併のみ（法人格が消滅）。

（3） 繰越欠損金の利用制限



· Point1：欠損会社を買ってくるという租税回避防止

· Point2：逆さ合併による悪用防止のため、合併法人の欠損についても制限あり。

（4） 特定資産譲渡等損失の損金不算入


· Point1：含み益と含み損の不当な相殺を認めない。

（5） 包括的租税回避防止規定


【4】 適格要件の整理

（1） 再編類型毎　適格要件

1 １００％グループ内の組織再編

	
	合併
	社･分割
	割･分割
	現物

出資
	交換･

移転

	ｲ)金銭等の交付なし
	○
	○
	○
	○
	○

	ﾛ)按分型要件
	－
	－
	○
	－
	－


2 ５０％超１００％未満グループ内の組織再編

	
	合併
	社･分割
	割･分割
	現物

出資
	交換･

移転

	ｲ)金銭等の交付なし
	○
	○
	○
	○
	○

	ﾛ)従業者引継要件
	○
	○
	○
	○
	○

	ﾊ)事業継続要件
	○
	○
	○
	○
	○

	ﾆ)主要資産等引継要件
	－
	○
	○
	○
	－

	ﾎ)按分型要件
	－
	－
	○
	－
	－


3 共同事業を営むための組織再編

	
	合併
	社･分割
	割･分割
	現物

出資
	交換･

移転

	ｲ)金銭等の交付なし
	○
	○
	○
	○
	○

	ﾛ)従業者引継要件
	○
	○
	○
	○
	○

	ﾊ)事業継続要件
	○
	○
	○
	○
	○

	ﾆ)事業関連性要件
	○
	○
	○
	○
	○

	ﾎ)規模要件又は経営参画要件
	○
	○
	○
	○
	○

	ﾍ)株式継続保有要件
	○
	○
	○
	○
	－

	ﾄ)主要資産等引継要件
	－
	○
	○
	○
	－

	ﾁ)按分型要件
	－
	－
	○
	－
	－

	ﾘ)完全子法人の株主における株式継続保有要件
	－
	－
	－
	－
	○

	ﾇ)完全親法人における株式継続保有要件
	－
	－
	－
	－
	○


（2） １００％グループ内の適格再編

《問題点》

1 １００％グループとは？

2 再編直前に１００％グループ化した場合は？

《結論》

1 子関係と兄弟関係

★ Point：兄弟関係の場合、合併直前と合併後の継続保有見込みで判断

2 金銭等が交付されない限りOK。ただし、５年内の特定資本関係のため、欠損金の利用制限や特定資産譲渡等損失の損金不算入に留意。

（3） ５０％超１００％未満グループ内の適格再編

1 従業者引継ぎ要件

《内容》

被合併法人の合併等直前の従業者のうち、その総数のおおむね８０／１００以上が、合併法人の業務に従事することが見込まれること


★ Point1：「従業者」は「従業員」とは違う！

→役員やパート・アルバイトも含み、他法人に出向している者を除く。→中小企業の場合、役員の取り扱いに注意！


★ Point2：合併法人の業務であればよく、どの業務かは問わない

→配置転換や新規事業でもOK。


★ Point3：今のところ退職が見込まれていないこと

→結婚、出産、転職等の自己都合退職は引継ぎ要件に抵触しない

2 事業継続要件

《内容》

被合併法人が合併前に営む主要な事業が、合併後に合併法人において引き続き営まれることが見込まれること。


★ Point1：事業とは、「場所」があって「人」がいて「売上」あり



　　ⅰ)事務所、店舗、工場その他の固定施設を有し、又は賃借



　　ⅱ)従業者がある（役員はその法人の業務に専従が必要）



　　ⅲ)自己の名義・自己の計算で次のいずれかを行う。

・商品販売等（商品の販売、資産の貸付け又は役務の

　　　　　　　　　　　　提供で、継続して対価を得て行われるものをいい、

　　　　　　　　　　　　その商品の開発若しくは生産又は役務の開発を含む）

　　　　　　　　　　　・広告・宣伝による商品販売の契約申込・締結の勧誘

　　　　　　　　　　　・商品販売のための市場調査

　　　　　　　　　　　・商品販売に当たっての許認可申請、権利の保有

　　　　　　　　　　　・知的財産権出願、保有等

　　　　　　　　　　　・商品販売のための資産所有

　　　　　　　　　　　・上記に掲げる行為に類するもの

→資産管理会社はOKか？

→ⅰ)、ⅱ)の面で困難

→いったん１００％子会社にして、事業継続要件をはずした上で合併


（ストーリーが大事です）

　　　　　

3 主要資産等引継要件

《内容》

分割により分割事業に係る主要な資産及び負債が分割承継法人に移転していること。


★ Point1：主要な資産・負債は、事業上不可欠な資産及び負債

→製造業の工場・機械装置、不動産賃貸業の賃貸用不動産、飲食業の店舗等

→流動性の高い売掛金や買掛金は含まない


★ Point2：「移転」という以上、所有権の移転が必要（賃貸は原則×）

（4） 共同事業を営むための適格再編

1 事業関連性要件

《内容》

被合併法人の「主要な事業」と合併法人の「事業」が相互に関連するものであること。


★ Point1：事業とは、「場所」があって「人」がいて「売上」あり


★ Point2：相互に関連は「シナジー効果」があるケース

　　　　　　　　　　　　　　・被合併事業と合併事業が同種

　　　　　　　　　　　　　　・商品、資産、役務又は経営資源が同一又は類似

　　　　　　　　　　　　　　・合併後、被合併法人の商品、資産、役務又は経営資源と

　　　　　　　　　　　　　　　合併法人のこれらを活用して事業が営まれること

2 規模要件

《内容》

被合併法人の被合併事業と合併法人の合併事業のそれぞれの、売上金額、従業者の数、それぞれの法人の資本金の額がおおむね５倍を超えないこと。


★ Point1：売上、従業者数、資本金の額のいずれかでOK

→中小の場合、資本金の額が、もっとも利用されやすい。

3 経営参画要件

《内容》

合併前の被合併法人の特定役員のいずれかと、合併法人の特定役員のいずれかとが、合併後に合併法人の特定役員になることが見込まれていること。


★ Point1：いずれかなので、被・合、一人以上の特定役員でOK


★ Point2：特定役員は、基本的には常務取締役以上。

4 株式継続保有要件

《内容》

合併直前の被合併法人の株主で、合併により交付を受ける合併法人株式の全部を継続して保有することが見込まれる者が有する当該被合併法人の株式数の合計が、当該被合併法人の発行済株式の８０／１００以上であること。

	
	交付を受ける合併法人株式
	内継続保有見込み
	合併前保有被合併法人株式
	継続保有見込者が有する被合併法人株式

	A
	５００
	４００
	１，０００
	０

	B
	３００
	３００
	６００
	６００

	C
	２００
	２００
	４００
	４００

	計
	１，０００
	９００
	２，０００
	１，０００



★ Point1：規制は被合併法人の株主のみ。

→譲渡予定株主が多い法人を合併法人とすることがOKか。


★ Point2：被合併法人の株主が５０人以上であれば、規制なし。

【5】 最近の税制動向－資本に関係する取引等に係る税制についての勉強会

（1） 総論

· グループ法人を対象とする税制は連結納税

· 「グループ法人税制（仮称）」概念のもと、所得通算を行う連結納税と、所得通算を行わないグループ法人単体課税制度に分類。

（2） グループの範囲

· 100％株式所有による支配関係を対象とし、100％未満の場合については検討課題。

· 基本的には資本関係で画する＝外国法人や個人も含まれる。

（3） グループ内取引

· グループ法人間の資産譲渡については、外部取引時点まで課税繰延べ

· グループ内非適格合併も課税繰延べ

· グループ内非適格株式交換等も、時価評価課税を行わない

· 適格事後設立の廃止

· 連結納税グループ内の寄附金について、現行の二重課税を改め、支出側は損金不算入、受け手側は益金不算入とすべき

· グループ法人単体課税においても、受取配当金の負債利子控除は不要

（4） グループ法人のステータス

· 交際費の損金不算入、800万円以下の軽減税率、留保金課税など、中小企業に認められている・適用される制度の見直し（グループ子法人の資本力に着目）

【6】 次回（予定）

（1） ケースに応じたスキームの選択（税務の観点から）

1 子会社への事業移転におけるスキーム選択

2 持株会社の設立におけるスキーム選択

3 赤字子会社の支援におけるスキーム選択

4 子会社事業の全てを親会社に移転する場合のスキーム選択

5 子会社事業の一部を親会社に移転する場合のスキーム選択

第５７条 （青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越し） 


　２ 　適格合併等が行われた場合において、当該適格合併等に係る被合併法人又は分割法人の当該適格合併等の日前７年以内に開始した各事業年度において生じた欠損金額があるときは、当該適格合併等に係る合併法人又は分割承継法人の当該適格合併等の日の属する事業年度以後の各事業年度における前項の規定の適用については、当該前７年内事業年度において生じた未処理欠損金額は、それぞれ当該未処理欠損金額の生じた前７年内事業年度開始の日の属する当該合併法人等の各事業年度において生じた欠損金額とみなす。 











第６２条の７ （特定資産に係る譲渡等損失額の損金不算入） 


　内国法人と特定資本関係法人との間で当該内国法人を合併法人、分割承継法人又は被現物出資法人とする特定適格合併等が行われた場合において、当該特定資本関係が当該内国法人の当該特定適格合併等の日の属する事業年度開始の日の５年前の日以後に生じているときは、当該内国法人の適用期間において生ずる特定資産譲渡等損失額は、当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 





　２ 　前項に規定する特定資産譲渡等損失額とは、次に掲げる金額の合計額をいう。 


　◆１ 　前項の内国法人が同項の特定資本関係法人から特定適格合併等により移転を受けた資産で当該特定資本関係法人が当該特定資本関係が生じた日前から有していたものの譲渡、評価換え、貸倒れ、除却その他これらに類する事由による損失の額の合計額から特定引継資産の譲渡又は評価換えによる利益の額の合計額を控除した金額 


　◆２ 　前項の内国法人が特定資本関係発生日前から有していた資産の譲渡、評価換え、貸倒れ、除却その他これらに類する事由による損失の額の合計額から特定保有資産の譲渡又は評価換えによる利益の額の合計額を控除した金額 


 





第５７条 （青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越し） 


　　３ 　適格合併等に係る被合併法人等と合併法人等との間に特定資本関係があり、かつ、当該特定資本関係が当該合併法人等の当該適格合併等に係る合併等事業年度開始の日の５年前の日以後に生じている場合において、当該適格合併等が共同で事業を営むための適格合併等として政令で定めるものに該当しないときは、前項に規定する未処理欠損金額には、当該被合併法人等の次に掲げる欠損金額を含まないものとする。 


　◆１ 　当該被合併法人等の特定資本関係事業年度前の各事業年度で前７年内事業年度に該当する事業年度において生じた欠損金額


　◆２ 　当該被合併法人等の特定資本関係事業年度以後の各事業年度で前７年内事業年度に該当する事業年度において生じた欠損金額のうち第６２条の７第２項に規定する特定資産譲渡等損失額に相当する金額から成る部分の金額として政令で定める金額 








第５７条 （青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越し） 


　５ 　第１項の内国法人と特定資本関係法人との間で当該内国法人を合併法人、分割承継法人又は被現物出資法人とする適格合併、適格分割又は適格現物出資が行われ、かつ、当該特定資本関係が当該内国法人の当該適格合併等の日の属する事業年度開始の日の５年前の日以後に生じている場合において、当該適格合併等が共同で事業を営むための適格合併等として政令で定めるものに該当しないときは、当該内国法人の当該合併等事業年度以後の各事業年度における第１項の規定の適用については、当該内国法人の同項に規定する欠損金額のうち次に掲げる欠損金額は、ないものとする。 


　◆１ 　当該内国法人の特定資本関係事業年度前の各事業年度で前７年内事業年度に該当する事業年度において生じた欠損金額


　◆２ 　当該内国法人の特定資本関係事業年度以後の各事業年度で前７年内事業年度に該当する事業年度において生じた欠損金額のうち第６２条の７第２項に規定する特定資産譲渡等損失額に相当する金額から成る部分の金額として政令で定める金額 





 第１３２条の２ （組織再編成に係る行為又は計算の否認） 


　税務署長は、合併、分割、現物出資若しくは事後設立又は株式交換若しくは株式移転に係る次に掲げる法人の法人税につき更正又は決定をする場合において、その法人の行為又は計算で、これを容認した場合には、合併等により移転する資産及び負債の譲渡に係る利益の額の減少又は損失の額の増加、法人税の額から控除する金額の増加、第１号又は第２号に掲げる法人の株式の譲渡に係る利益の額の減少又は損失の額の増加、みなし配当金額の減少その他の事由により法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、その行為又は計算にかかわらず、税務署長の認めるところにより、その法人に係る法人税の課税標準若しくは欠損金額又は法人税の額を計算することができる。 


　◆１ 　合併等をした一方の法人又は他方の法人 


　◆２ 　合併等により交付された株式を発行した法人（前号に掲げる法人を除く。） 


　◆３ 　前２号に掲げる法人の株主等である法人（前２号に掲げる法人を除く。） 











4

